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１ （前回までの説明） 上下水道事業について
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水道事業、下水道事業は、独立した公営企業会計として、それぞれの事業を管理しています。

企業活動を正確に把握するために複式簿記を採用し、独立採算の原則に基づき、みなさまからいただく
水道料金、下水道使用料で、必要な経費をまかなって経営しています。
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財政計画

やりたい事/やるべき事
・施設の耐震化/老朽化対策など
サービスの維持

・健全経営

とりまく環境
・人口減少
・物価/利率などの変動
・多発する事故

費用
・施設の更新費用
・修繕など維持費用

収入
・料金収入
・国の補助金/市からの繰入金

収支のバランス

経営戦略

１ （前回までの説明） 上下水道事業経営戦略について



収入の減少と費用の増加見込みを含めて計画を策定していたが、計画の見込みより悪化

5収入（減少） 費用（増加）

料金
収入

人口減少
＋
節水型機器の普及

維持
管理費

整備・更新に
かかった費用

物価の高騰

物価の高騰
＋
老朽化対策・
耐震化などの
高機能化

経営戦略上
の将来見込

経営戦略上
将来見込

第２回審議会
時点の将来見込

さらに
人口減少

さらに
物価高騰

さらに
物価・利率
高騰

１ （前回までの説明） 経営戦略（計画）を取り巻く状況

第２回審議会
時点の将来見込
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財政計画

やりたい事/やるべき事
・施設の耐震化/老朽化対策など
サービスの維持

・健全経営

とりまく環境
・人口減少
・物価/利率などの変動
・多発する事故

費用
・施設の更新費用
・修繕など維持費用

収入
・料金収入
・国の補助金/市からの繰入金

収支のバランス

経営戦略

１ （前回までの説明） 事業計画について



計画の見直しにより、さらに事業費が増加

7収入（減少） 費用（増加）

料金
収入

人口減少
＋
節水型機器の普及

維持
管理費

整備・更新に
かかった費用

経営戦略上
の将来見込

経営戦略上
将来見込

さらに
人口減少 同様に

物価高騰の見込み
※説明をしていない部分

さらに
物価高騰（Ｒ6まで）

＋
耐震化・老朽化対策
（優先箇所追加）
（→費用増加）

第４回審議会
時点の将来見込み

県への支払い増＋
物価、利率の増

１ （前回までの説明） 事業計画の見直しについて

第２回審議会
時点の将来見込

第２回審議会
時点の将来見込



２ （前回会議での意見）

・【水道事業】地下水の取水量について（目標とする認可水量について）

→県水が高騰するなかで、適正な取水量があるのではないか

・【水道事業】ＰＦＡＳほか水質について

→関心が高い問題であるため、信頼できる検査体制を整えてほしい

・【水道事業・下水道事業】事業計画について

→耐震化、老朽化対策には年月がかかるものことが分かった。順調にいってほしい

→料金に転嫁されるため、耐震化率などの目標、整備地区など具体的に示してほしい

→（事業費と目標値との関係性）（目標値、整備地区などの明記）

・【水道事業・下水道事業】計画策定に重要な将来の水の需要予測について説明してほしい
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年度（経過年数）

指標と
なる数値

事業計画の例：①国、県などから定められた期限内に目標を達成する必要のあるもの

理想値、最終目標

計画期間

３ （経営戦略における施策） 事業計画・目標について 計画期間と目標設定

②県、市など相手との調整で期限・目標が変わるもの

事業計画の
例①

事業計画の
例②

当面の目標値

9

①定められた期限

事業計画の例③

②期限／
目標の調整

段階的な目標

③一宮市の上下水道事業として目標（最終・段階的）に向けて行うもの

裁量



年度（経過年数）

目標値

年度あたりの
事業量・事業費

理想としては、
なるべく短期で、目標を達成したい
（耐震化率100％など)

年度あたりの事業量
→職員数・施工業者（極端な増減は×）
→県などの関係機関

全体（長期の計画）
戦略

３ （経営戦略における施策） 事業計画・目標について 目標設定とペース配分（事業費）

年度あたりの事業費／総事業費
→収入の見込み（交付金など）
→最終的に料金改定
（極端な増減は×）

次の予定
10

事業費／年
または事業量／年

設定した目標達成のためのペース配分・事業費の決め方について

理想 現実
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３ （経営戦略における施策）

水道事業・収支計画（38,39ページ）

水道事業・管理指標（事業目標）（44ページ）

下水道事業・収支計画（92～97ページ）

下水道事業・管理指標（104ページ）

・現状/将来の職員数（事業量）

・料金改定（事業費）

・目標/優先度の設定



３ （経営戦略における施策） 水道事業

経営戦略／水道事業／基本方針及び、方針に基づく施策と取組（Ｐ25～36）

12

地下水取水量
について

水質管理
について

事業計画
（耐震化）
（老朽化対策）
について

需要予測
について



３ （経営戦略における施策） 水道事業

地下水取水量について（水道事業）
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北部水源地

浅井北部水源地

葉栗南部水源地

萩原西部水源地

萩原東部水源地

千秋配水場

千秋北部水源地
尾西配水場

西御堂水源地

西部水源地

奥町東部水源地
（廃止予定）

佐千原浄水場

木曽川配水場

各水道施設の配水分布図

経営戦略Ｐ25～26

②取水源及び管網の見直し

（１）健全な水道事業の運営

基本方針１ 水道サービスの持続

・水源地の廃止
丹陽西部／大和南部／開明／奥町東部

・Ｒ７年度末までに地下水取水量
認可水量41,100㎥／日に抑制

・需要に応じた施設能力／管路口径
に適宜見直し

丹陽西部水源地

大和南部水源地

開明水源地

→佐千原浄水場の水源の故障
（極楽寺水源：伏流水）
達成時期をＲ９年度に



３ （経営戦略における施策） 水道事業

水質管理について（水道事業）

経営戦略Ｐ31～33

①水安全計画の策定・・リスク評価や監視体制の構築

（１）水質管理

基本方針２ 安全な水道

ＰＦＡＳ、ＰＦＯＳの問題が発生、各地で検出される

②水道ＧＬＰの認定継続・・水質検査そのものの信頼性の維持

③他自治体との相互協力体制の推進・・管理体制の充実

（数値目標）水質検査項目・監視状況の保持

→監視項目の追加

→必要な設備の構築（事業費増）
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３ （経営戦略における施策） 水道事業

事業計画について（水道事業）

経営戦略Ｐ33～34

①水道施設の耐震化推進

（１）災害に強い水道の整備

基本方針２ 安全な水道

・災害時の重要施設の配水管耐震化

・千秋、尾西、木曽川配水場の耐震化

・基幹管路の耐震化（数値目標）

（２）災害対策の充実

①応急給水栓の整備

・小中学校への応急給水栓の整備（数値目標）

基本方針３ 強靭な水道

（２）施設管理

①水道施設の適切な維持管理と
計画的な更新

・水道施設の長寿命化

／計画的な更新

浄水場ほか施設内の設備の更新

水道管の更新（配水支管）

リスクの高い管の更新

耐震性の低い継手の更新 15



３ （経営戦略における施策） 水道事業 前回説明した事業計画について

事業計画について（水道事業）

千秋、尾西配水場の耐震化

千秋、尾西配水場の設備更新

浄水場ほか設備更新

基幹管路の耐震化

災害時の重要施設の配水管耐震化

配水支管の更新

小中学校への応急給水栓の整備

水道管路

水道施設

【部門別】

【事業計画別】

施設の地震対策

施設の老朽化対策（設備更新）

管路の地震対策（管路耐震化）／老朽化対策（管路更新）

基幹管路の耐震化 重要路線である導水管、配水本管の耐震化

配水支管の耐震化・老朽化対策

面整備 40年経過管で液状化リスクの高い箇所を優先的に更新

➤その過程で重要施設への配水支管を耐震化

➤耐震化が完了した重要施設に応急給水栓の整備

ＴＳ継手 耐震性の低いビニル管の接着剤接合（ＴＳ継手）の順次更新

配水施設の耐震化

老朽化設備の更新

小口径 ポリエチレン管の採用により小口径管の耐震化が可能になる

その他 他事業依頼による管路移設、消火栓の更新

➤病院や小中学校（指定避難所）

➤小中学校（指定避難所）

16
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《一宮市の水道》
一宮市では約２,４４６ｋｍの水道管を管理しています。
水道管の法定耐用年数は４０年となっており、その耐用年数を超過した水道管が約８７７ｋｍ、

老朽管率は 約３６％に及び、今後も老朽化した管路施設が増えていくなか、大規模災害時に備え
るため、地震時の液状化が極めて高い地区や老朽度などを考慮した優先順位定め、計画的に耐震化
をすすめています。
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水道管の布設延長及び管理延長の推移 布設延長 管理延長

(S10) (S20) (S30) (S40) (S50) (S60) (H7) (H17) (H27) 

（km）

約８７７ｋｍ（約３６％）
が耐用年数を超過

（km）

管路の老朽化状況

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業
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３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業 水道管の種類について

基幹管路
取水した原水を浄水施設に送る『導水管』
及び、水道水を配水支管に送る『配水本管』

重要施設
災害拠点病院や救急病院及び指定避難所
となる小中学校など災害時に重要な施設で、
その施設に水道水を送る配水本管及び配水
支管をあわせて重要施設配水管となります。



・導水管

・配水管
・配水本管

・配水支管
・小口径以外
・小口径
(50㎜以下)
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・基幹管路耐震化
＊導水管
＊配水本管

・面整備(小口径以外)

応急給水栓設置含
・ＴＳ継手改良
・小口径改良

＊配水支管

・その他 ・他事業に伴う支障移設、区画整理事業や道路築造等に伴う新設
・消火栓設置(新設・移設)

・重要施設配水管耐震化

＊重要施設に繋がる配水本管

＊重要施設に繋がる配水支管

・老朽管改良_上記以外

＊重要施設に繋がる配水支管以外の配水支管

※１ 基幹管路：取水した原水を浄水施設に送る『導水管』及び水道水を配水支管に送る『配水本管』

※２ 重要施設：災害拠点病院や救急病院及び指定避難所となる小中学校など災害時に重要な施設で、
その施設に水道水を送る配水本管及び配水支管をあわせて重要施設配水管となります。

地震対策・老朽化対策（管路）

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業

優先

縮小・延長

・基幹管路耐震化
＊導水管
＊重要施設に繋がる配水本管以外の配水本管）

(変更)(現計画)
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災害時でも安定的に水の供給を継続するため、重要度や経年状況による優先順位を決定、計画的に耐震化をすすめて
います。

災害拠点病院や救急病院及び指定避難所など重要施設に繋がる配水管(本管・支管)
の耐震化を優先

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業

重要施設配水管耐震化事業

(変更)(現計画)



２０２５(令和７)年３月３１日現在
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◎重要施設配水管
○対象延長［１０６施設］ １３６㎞
耐震管延長 ５９㎞
耐震管率 ４３.４％
*耐震管率(％)＝耐震管延長／配水管対象延長

非耐震管延長 ７７㎞

重要施設の災害時給水確保に向け、経年状況や地震発生時の液状化による影響を考慮し、特に災害拠点病院や救急
病院及び指定避難所などに繋がる配水管の耐震化を優先的にすすめています。

１０６施設のうち特に優先する施設

・災害拠点病院・救急病院 ７施設

・指定避難所（小中学校） ６１施設

※指定避難所は市内全域に点在しており、
各配水場から指定避難所に繋がる配水管に
おける非耐震管延長は約６５㎞（約８％）
となります。

＜配水管耐震化済施設＞
・災害拠点病院・救急病院：５施設
一宮市立市民病院、総合大雄会病院、山下病院、泰玄会病院、一宮西病院

・指定避難所：１０施設（宮西小学校ほか）

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業

重要施設配水管耐震化事業
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尾西配水場

木曽川配水場

佐千原浄水場

千秋配水場

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業

指定避難所（小中学校）

災害拠点病院・救急病院

＜配水管耐震化済＞

指定避難所（小中学校）

災害拠点病院・救急病院

≪配水管未耐震≫

非耐震管

耐震管

配水支管

凡例

配水本管

配水施設

2025(令和7)年3月31日現在

重要施設配水管耐震化事業

一宮市上水道管概略図
［重要施設配水管］
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2025(R07)年度 2026(R08)年度 2027(R09)年度 2028(R10)年度 2029(R11)年度 2030(R12)年度 2031(R13)年度 2032(R14)年度 2033(R15)年度 2034(R16)年度 2035(R17)年度 2036(R18)年度

○耐震化施設数
耐震化済_指定避難所 耐震化済_病院

耐震化施設数_指定避難所 耐震化施設数_病院

508.5 
768.0 

439.4 

275.0 
739.6 

1,006.5 1,121.6 
868.4 708.1 806.3 771.2 889.0 

462.4 258.1 

1,048.1 
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2033

(R15)年度

2034
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2035

(R17)年度

2036
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百万円

◎事業費（配水本管・配水支管） [実施計画]事業費_支管 [実施計画]事業費_[基]本管

23

重要施設配水管耐震化事業

重要施設に繋がる配水管の耐震化は、
配水本管に要する事業費や進捗に同
調しながら、配水支管の耐震化をす
すめていきます。
また、２０２６(令和８)年度より国
からの交付金を活用して実施してい
きます。

7,625百万円

3,676百万円[事業費_配水本管]

[事業費_配水支管]

*重要施設に係る配水本管

○災害拠点病院・救急病院[７施設]：２施設
２０３３(令和１５)年３月３１日までに、
一宮市立木曽川市民病院、千秋病院
合計７施設が耐震化への配水管を耐震化し
全７施設の耐震化を完了（病院１００％）

○指定避難所[６１施設]：２０施設
２０３７(令和１９)年３月３１日までに
木曽川東小学校ほか２０施設への配水管
を耐震化し合計３２施設の耐震化を完了
（施設避難所 ５２．５％）

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業



管路名 名称 管路延長：ｍ
耐震管延長：

ｍ
耐震管率

基幹管路

導水管 １０，６０８ ７，２２６ ６８.１％

配水本管 ４３，５７９ １０，５６９ ２４.３％

計 ５４，１８７ １７，７９５ ３２.８％

２０２５(令和７)年３月３１日現在

24

大規模地震発生

災害時でも安定的に水の供給を継続するため、重要度や経年状況による優先
順位を決定、計画的に耐震化をすすめています。

基幹管路耐震化事業

22.5
24.3 25.2

27.2 27.2

29.7 30.2 30.2
32.3 32.9

31.3 32.2 32.8

36.9 37.6 38.5
39.5

40.7 41.3 41.1
42.2 43.0

44.0 44.8 45.2
47.0

20.1
21.6

22.5
23.6 24.4 24.9

25.9 26.6 26.8 27.4 28.2 29.0 29.8

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

(H24)年度 (H25)年度 (H26)年度 (H27)年度 (H28)年度 (H29)年度 (H30)年度 (R01)年度 (R02)年度 (R03)年度 (R04)年度 (R05)年度 (R06)年度

基幹管路耐震管率(%)
一宮市 県内平均 全国平均

導水管破損 ➩ 水源所から浄水場に水が送れない
配水本管破損 ➩ 浄水場から利用者に水を送れない

➩

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業
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水源所◉

非耐震管

耐震管

導水管

配水本管

凡例

配水施設●

尾西配水場

木曽川配水場

千秋配水場

佐千原浄水場

◉◉◉◉◉◉
◉◉

◉
◉

◉

●●

●

●

●

R7～R9

R8～R13

R12～R18

R15～R21

R10～R11

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業

基幹管路のうち
災害拠点病院や救急病院及び
指定避難所に繋がる配水本管
の耐震化完了目標Ｒ２１

耐震管 （配水本管・重要施設ルート）
非耐震管（配水本管・重要施設ルート）

耐震管 （配水本管・重要施設ルート以外）
非耐震管（配水本管・重要施設ルート以外）

2025(令和7)年3月31日現在

一宮市上水道管概略図
［基幹管路］

基幹管路耐震化事業

（当初計画）
液状化地震発生時の
高リスク区域を優先

（変更計画）
重要施設に繋がる
配水本管を優先



207.9 662.2 946.0 399.0 390.0 243.0 156.0 282.0 290.0 293.0 265.0 319.0 

433.1 

258.1 

1,120.1 1,068.1 

607.2 

362.7 

132.0 

632.0 

836.0 

737.0 
698.0 

472.7 

34.6 34.8 35.7 35.7 37.7 37.9 39.3 40.7 42.6 44.3 46.8 47.8 48.1 48.6 50.2 

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

1,600.0

1,800.0

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039

(R07)

年度

(R08)

年度

(R09)

年度

(R10)

年度

(R11)

年度

(R12)

年度

(R13)

年度

(R14)

年度

(R15)

年度

(R16)

年度

(R17)

年度

(R18)

年度

(R19)

年度

(R20)

年度

(R21)

年度

[戦略]事業費 [計画]事業費 耐震管率

6,666百万円
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基幹管路耐震化事業

3,583百万円[既存戦略]

[変更］

3,083百万円 増

事業費増大の主な要因

・労務単価上昇や資器材
単価の高騰

・優先順位の見直し(重要施設
優先)や工法変更(開削→推
進)に伴う事業費の増加

基幹管路のうち
災害拠点病院や救急病院及び
指定避難所に繋がる配水本管
の耐震化完了目標Ｒ２１

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業
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地震対策・老朽化対策（管路）

３ （経営戦略における施策） 水道事業 地震対策・老朽化対策事業

事業費減

事業費増

・導水管

・配水管
・配水本管

・配水支管
・小口径以外
・小口径

(50㎜以下)

・基幹管路耐震化
＊導水管
＊配水本管

・面整備(小口径以外)

応急給水栓設置含
・ＴＳ継手改良
・小口径改良

＊配水支管

・その他 ・他事業に伴う支障移設、区画整理事業や道路築造等に伴う新設
・消火栓設置(新設・移設)

・重要施設配水管耐震化

＊重要施設に繋がる配水本管

＊重要施設に繋がる配水支管

・老朽管改良_上記以外

＊重要施設に繋がる配水支管以外の配水支管

※１ 基幹管路：取水した原水を浄水施設に送る『導水管』及び水道水を配水支管に送る『配水本管』

※２ 重要施設：災害拠点病院や救急病院及び指定避難所となる小中学校など災害時に重要な施設で、
その施設に水道水を送る配水本管及び配水支管をあわせて重要施設配水管となります。

優先

縮小・延長

・基幹管路耐震化
＊導水管
＊重要施設に繋がる配水本管以外の配水本管）

(変更)(現計画)
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・計画期間：2030-2035
(R12-R17)

・総事業費：1,638百万円

・計画期間：2025-2041
(R7-R23)

・総事業費：1,560百万円

北部水源地

浅井北部水源地

葉栗南部水源地

萩原西部水源地

萩原東部水源地

千秋配水場

千秋北部水源地

西御堂水源地

西部水源地

佐千原浄水場

木曽川配水場
Ｒ8で完了予定

尾西配水場

耐震化予定の各水道施設の配水分布図

老朽化対策・地震対策事業（施設）

耐震化完了（予定）

尾西配水場の耐震化・老朽化対策

１ 優先順位を考慮した耐震化計画

２ 近年の物価高騰による維持費用の増加

更新時期の見直しを行い、維持費用を平準化した更新計画

３ 適切な維持管理による延命化

標準耐用年数(国土交通省)の約1.5倍と設定した更新計画

各地水源地の耐震化

・計画期間：2036-2066
(R18-R48)

・総事業費：6,289百万円

耐震化が終わった施設内の
老朽化設備の更新

千秋配水場の耐震化・老朽化対策

３ （経営戦略における施策） 水道事業 老朽化対策・地震対策事業
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水道施設の耐震化・老朽化対策計画（計画期間関連の事業費について）

千秋配水場

計 2,466 計 3,198

(百万円)

既存計画 変更計画

2028-2031 耐震化工事 250

尾西配水場

2030-2034 老朽化対策工事 1,010 2030-2034 老朽化対策工事 1,313

2031-2035 耐震化工事 325

2039-2042 耐震化工事 250

2025-2041 老朽化対策工事 956 2025-2041 老朽化対策工事 1,235

2036-2039 耐震化工事 325

・労務単価上昇
・資機材高騰
・費用の平準化

(R21-R24)

(R7-R23)

(R18-R21)

(R7-R23)

(R10-R13)

(R12-R16)

(R13-R17)

(R12-R16)

既存計画と比較して
約7.3億円 増

３ （経営戦略における施策） 水道事業 老朽化対策・地震対策事業



３ （経営戦略における施策） 水道事業 事業計画全体の事業費

（経営戦略 41ページ）現行・戦略時点：建設改良費の長期推計

30

・施設改良：事業内容に変更なし／事業費の平準化

・管路改良：事業の組み換えにより、対象期間（Ｒ9-Ｒ18）の事業費増

・全体事業費の増加（物価の高騰など）

変更後の影響・予測
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人口の予測

1人あたりの
使用水量の予測

1㎥あたりの
料金収入の予測

・（背景／実績）
生活用水：人口減少が続く／1人あたりの使用水量の減少も続く
業務用水：減少が続く（大口径メーター）

・（計画）市全体で人口減少抑制（市の総合計画）→緩やかな人口減少
→予測を上回るペースで人口が減少

・（背景／実績）
減少が続く→従量料金の逓増制（使うほど高い）

水栓、世帯あたり使用水量の減少（単価の安い水量帯へ）
・（計画）

減少が続く見込み
料金収入
予測

使用水量
予測

×

×

３ （経営戦略における施策） 水道事業 需要（収益）予測

需要予測（使用水量・料金収入）について（水道事業）

使用水量
の予測

生活用水

×

業務用水
経営戦略Ｐ26～30 将来の人口減少に即した料金改定

将来人口ほか、各要素を再予測して算定



３ （経営戦略における施策） 下水道事業

経営戦略／下水道事業／基本方針及び、方針に基づく施策と取組（Ｐ81～90）

32

事業計画
（老朽化対策）

事業計画
（広域化）

事業計画
（地震対策）

事業計画
（未普及整備）

需要予測

事業計画
（浸水対策）
※料金に反映しない



３ （経営戦略における施策） 下水道事業

事業計画について（下水道事業）

経営戦略Ｐ81～82

①広域化への取組

（１）健全経営

基本方針１ 環境を守る下水道

・処理区の統合（流域統合）

接続管の整備

（２）施設管理

②計画的な更新

・ポンプ場、処理場設備の更新

基本方針３ 下水道をいつまでも守る

（１）下水道の未普及解消

①未普及地区の整備

基本方針２ 生活を守る下水道

（１）災害に強い下水道の整備

経営戦略Ｐ83～84

②地震対策

経営戦略Ｐ85、89

処理場の整備

・合流式下水道区域（市内中心部）の管更新

①浸水対策

33



３ （経営戦略における施策） 下水道事業 前回説明した事業計画について

部門別

事業計画について（下水道事業）

未普及地区の整備：Ｄ

耐震化工事：Ｂ

接続管の整備：Ａ

・処理施設

ポンプ場、処理場設備の更新：Ｂ

統合に向けた整備：Ａ

施設の浸水対策：Ｃ

雨水管工事：Ｃ

Ａ：下水道広域化推進総合事業

Ｃ：浸水対策事業

Ｂ：耐震化・老朽化対策事業

Ｄ：未普及解消事業 下水管を布設し公共用水域の水質を保全

雨水管、雨水排除施設を整備、床上浸水被害を軽減

施設の耐震化・老朽化の対策を推進

単独公共下水道の県流域下水道への統合

事業計画別

合流式下水道区域の管更新：Ｂ

・管路

老朽化施設の更新費用の軽減を図る

34



東部浄化センター

五条川右岸
浄化センター
（岩倉市）

五条川右岸第2幹線

西部処理区

東部処理区
(大和地区)

東部処理区
(大和地区以外)

五条川右岸処理区

日光川上流処理
区

日
光
川
上
流
東
部
幹
線

五
条
川
右
岸

第
4

幹
線

五
条
川
右
岸
第
1

幹
線

西部浄化センター

統合

統
合

日光川上流
浄化センター
（稲沢市）

市内位置図

現在 将来

西部処理区 西部浄化センター

日光川上流処理区 日光川上流浄化センター

東部処理区(大和地区) 東部浄化センター

東部処理区
(大和地区以外)

東部浄化センター

五条川右岸処理区 五条川右岸浄化センター

日光川上流

浄化センター

五条川右岸

浄化センター

処理区
浄化センター

統合（接続）にあたり、
ポンプ場、処理場内に必要な施設を整備します。

N

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 広域化推進総合事業

下水処理施設

老朽化した下水道処理施設を、県の流域下水道へ統合
→施設の維持更新にかかる費用の低減を図ります。

広域化推進総合事業

令和８年西部処理区(合流)、令和１３年西部処理区(分流)
令和２０年東部処理区の統合を実施する予定

既存計画 → 変更計画
令和12年～令和16年 令和12年～令和19年

3,804百万円 4,913百万円

・県との調整（接続方法）により工事内容の追加
・工事内容の追加に合わせて平準化を図り完了時期を延長
・全体事業費の増加

35

施設分の計画（計画期間・事業費）



西部浄化センター

至
五条川右岸
浄化センター
（岩倉市）

至
日光川上流
浄化センター
（稲沢市）

市単独公共下水道を

県流域下水道に

統合

実施

2030(R12)
～2034(R16) 2030(R12)

～2037(R19)

愛
知
県
流
域
下
水
道

愛
知
県
流
域
下
水
道

東部浄化センター

①

③
④

西部浄化センター

愛
知
県
流
域
下
水
道

愛
知
県
流
域
下
水
道

東部浄化センター

②

2024(R6)
～2026(R8)

市単独公共下水区域

流域下水区域

現 状

2026(R8)～
2030(R12)

Ｎ Ｎ

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 広域化推進総合事業

下水道管路：県の下水道に接続する管の整備

（経営戦略 85・104ページ）→スケジュール・整備箇所の明記

既存計画 → 変更計画
時期 令和６年～令和19年 令和６年～令和19年（変更なし）
事業費 10,220百万円 11,960百万円 （物価の高騰）

36

管路分の計画（計画期間・事業費）
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●新たに上下水道耐震化計画を策定（令和７年）

◎急所施設（東部幹線）の耐震化【追加】

（下水処理場から合流地点までの施設や管きょ）

◎重要施設（防災拠点や避難所など）と接続する老朽管きょの耐震化

◎一宮市公共下水道区域（全域：合流区域＋分流区域）を対象

（数値目標）

（図面）

（事業費・計画期間など）

東部浄化センター
（下水処理場）

一宮市役所
（防災拠点）

柳戸ポンプ場

地震対策（合流区域）位置図

市民病院
（災害拠点病院）

〇

〇

〇

〇

〇
〇

〇

〇
〇

〇

〇

〇

〇

〇

重要施設

（病院・避難所等）

東部幹線

重要施設接続管

耐震化完了

〇

東部浄化センター

（下水処理場）

ポンプ場

東部幹線

急所施設重要施設

防災拠点
（市役所）

災害拠点病院
（市民病院等）

避難所
（各小中学校）

Ｎ

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 老朽化対策・地震対策事業

合流地点

●当初：下水道総合地震対策計画
・緊急輸送路下／重要施設と接続する管きょの耐震化（合流区域）

下水道管路



下水道管路：地震対策の計画変更について

●東部幹線の耐震化

•管更生工事など 延長 2.3㎞ 事業費 22億6,800万円

（令和８年～令和１２年）

●重要施設接続管の耐震化

•管更生工事など 延長 35㎞ 事業費 68億8,200万円

（令和９年～令和２０年）

主な対策施設
単独公共下水道区域（合流区域）内

防災拠点 １箇所
病院 ３箇所
指定避難所 ８箇所

下水道総合地震対策計画（平成28年～）

対策延長 約14㎞ 事業費 23億1,300万円
令和42年まで

主な対策施設
一宮市公共下水道区域（合流・分流区域）内

防災拠点 17箇所
病院 10箇所
指定避難所・要対策 20箇所

上下水道耐震化計画（令和７年～）

対策延長 約35㎞ 事業費 68億8,200万円
令和20年まで

見直し

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 老朽化対策・地震対策事業

38

追加

増額
（分流区域） 工期の短縮



計画年度 西暦

（令和）

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 2059 2060

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42

総合地震対策計画 （第２期） （第３期） （第４期） （第５期） （第６期） （第７期） （第８期） （第９期）

上下水道耐震化計画 （第１期） （第２期） （第３期）

東部幹線

重要施設

【合流区域】

【分流区域】

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画 （１期） （第２期） （第３期） （第４期） （第５期） （第６期） （第７期） （第８期）

老朽管
【合流区域】

工事（事業費6,882百万円 管更生工事ほか 延長35㎞）

39

工事（事業費2,268百万円）

工事（事業費26,000百万円）

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 老朽化対策・地震対策事業

当初

変更
下水道管路：老朽化対策・地震対策の計画変更について

工事（事業費2,313百万円 管更生工事ほか 延長14㎞）【合流区域のみ】

達成時期の短縮

追加事業

分流区域の追加

合流区域の短縮

完了予定

Ｒ48まで延長



市内位置図 N

主な施設
下水処理場：東部浄化センター、西部浄化センター
中継汚水ポンプ場：柳戸ポンプ場、平和ポンプ場、観音寺ポンプ場、常願通
ポンプ場、板倉ポンプ場、木曽川ポンプ場
雨水貯留槽：泉貯留槽、公園通貯留槽、真清田貯留槽、新生貯留槽、北園通
貯留槽、大和幹線
マンホールポンプ、合流改善スクリーン等：28施設

圧送管破損(φ450) 除じん機腐食

下水道処理施設の適正な運転管理を持続するため、耐
震化や老朽化の状況を把握し、設備の最適化を図り計
画的に更新・修繕を進めています。
国土交通省で定める標準耐用年数に対し、適切な維持
管理による延命化「機械設備約1.8倍、電気設備1.6
倍」の年数を使用しています。設備数約2,200箇所の
内1,900箇所(86%)が標準耐用年数を超え運転中です。

耐震化については、広域化による統合を考慮しながら
進めています。また、近年の物価高騰により、維持費
用は年々増加しているため、更新時期の見直しを行い、
費用の平準化を目指しています。

老朽化対策・地震対策事業（下水処理施設）

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 老朽化対策・地震対策事業
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(百万円)

東部浄化センター東
部
系
施
設

西
部
系
施
設

既存計画 変更計画

計 3,578 計 4,579

ポンプ場など

西部浄化センター

ポンプ場など

2027(R9)～2036(R18)

636 2,834

106 142

885 2,046

0 76

0 528

0 43

0 144

0 717
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耐震化 老朽化 耐震化 老朽化

水処理棟1，2系設備 雨水処理設備 水処理棟1，2系設備 雨水処理設備

監視カメラ、流量計設置等 柳戸ポンプ場ポンプ室棟 雨水処理設備更新

マンホールポンプ更新等 マンホールポンプ更新等

ポンプ、流量計等更新

*工事時期見直し、労務単価上昇により事業費増

ポンプ、流量計等更新

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 老朽化対策・地震対策事業

*統合スケジュールとの調整で工事時期見直し、労務単価上昇により事業費増

*内容や更新ペースに大きな変更はありません

2027(R9)～2036(R18)



東部浄化センター
多加木ポンプ場

西部処理区

東部処理区
(大和地区)

東部処理区
(大和地区以外)

五条川岸処理区

日光川上流処理
区

日
光
川
上
流
東
部
幹
線

西部浄化センター

六所公園貯留施設

市内位置図
N

主な工事期間
現計画期間 ⇒ 変更計画期間

東部浄化センター内ポンプ場
令和９年～12年⇒令和23年～28年

多加木ポンプ場
令和12年～16年⇒令和18年～22年

六所公園貯留施設
令和12年～17年⇒令和27年～30年

西部浄化センター
令和19年～22年⇒令和43年～

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 浸水対策事業

下水処理施設

浸水対策事業

新川流域・日光川流域における整備（戦略83ページ）で、
家屋の床上浸水被害の解消を図ります。

新規・既存の排水施設を設置・更新します。
東部浄化センター内のポンプ設備などを令和９年から既存施設
と合わせて更新する予定でしたが、他事業を含めた工事の平準
化を行い、令和18年以降に変更します。
その他、多加木ポンプ場、六所公園貯留施設の建設及び
西部浄化センターの施設改造も同様に期間を変更します。

既存計画 変更計画
令和９年～22年 → 令和18年以降へ
4,402百万円 6,004百万円(物価高騰)

42

施設分の計画（計画期間・事業費）
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新川流域：大赤見、東部・第３、平島第２、多加木、
あずら排水区

①大赤見排水区

尾張一宮駅

東部
浄化センター

一宮IC

新川流域日光川流域

雨水管布設

④多加木排水区

③平島第２排水区

第１・南部
排水区

②東部・第３
排水区

④あずら排水区

～2026(R8)

2027(R9)～2033(R15)

2029(R11)
～2034(R16)

2032(R14)

2034(R16)～2041(R23)

2034(R16)～2040(R22)

雨水管布設のイメージ図
雨水管布設（計画）

Ｎ

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 浸水対策事業

下水道管路

既存計画 変更計画
令和５年～48年 → 令和５年～48年（変更なし）

（整備順・着手時期の見直し）
19,454百万円 20,062百万円 (物価高騰)

新川流域・日光川流域の雨水管・雨水貯留管の整備

→スケジュール・整備箇所の明記（経営戦略 83・104ページ）

管路分の計画（計画期間・事業費）
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Ｎ

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 未普及解消事業

未普及解消事業

公共用水域の水質保全のため、
下水道管の整備

下水道管の整備予定図

既存計画
期間 令和５年～８年（概成）～

令和22年（完了予定）
事業費 12,717百万円

↓
変更計画
期間 令和５年～９年～

令和48年（完了予定）
（着手時期の延期・事業費の再配分）
事業費 14,425百万円
(物価高騰)

→スケジュール・整備箇所の明記（経営戦略 82・104ページ）

管路分の計画（計画期間・事業費）



３ （経営戦略における施策） 下水道事業 事業計画全体の事業費

（経営戦略 101ページ）建設改良費の長期推計

・全体事業費の増加
（物価の高騰など）

・優先順位の見直し

（再見込み）

老朽化・地震対策の前倒し

浸水対策・未普及対策を延期
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現行使用者数の
予測

新規接続者数の
予測

1人あたりの
使用水量の予測

1㎥あたりの
使用料の予測

・（背景／実績）
一般用（家庭用）：現行の使用者は減少／新規接続者分増加

水洗化率（下水への接続）の緩やかな増加
工場用：減少が続く

・（計画）市全体で人口減少抑制（市の総合計画）→緩やかな人口減少
→予測を上回るペースで人口が減少

・（背景／実績）
減少が続く→従量料金の逓増制（水道より差は小さい）

・（計画）
緩やかに減少が続く見込み

使用料収入
予測

使用水量
予測

×

×

３ （経営戦略における施策） 下水道事業 需要（収益）予測

需要予測（使用水量・使用料収入）について（下水道事業）

使用水量
の予測

一般用

×

工場用 経営戦略Ｐ86～88 下水道使用料の改定

将来人口ほか、各要素を再予測して算定

1㎥あたりの
使用料の予測

水洗化率を大きく増加させる手法はまだない



維持
管理費

整備・更新に
かかった費用

経営戦略上
将来見込

同様に
物価高騰の見込み

さらに
物価高騰（Ｒ6まで）

＋
耐震化・老朽化対策
（優先箇所追加）
（→費用増加）

（第4回審議会時点）
将来見込み Ｒ６以降の

物価高騰の反映
↓
・物価デフレーター
・利率

４ （事業計画以外の変更内容）

第1回審議会
時点での見込
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２．日本銀行は、物価の安定を図ることを通じて国民経済の健全な発展に資することを理念とし
て金融政策を運営するとともに、金融システムの安定確保を図る責務を負っている。その際、物
価は短期的には様々な要因から影響を受けることを踏まえ、持続可能な物価の安定の実現を目指
している。
日本銀行は、今後、日本経済の競争力と成長力の強化に向けた幅広い主体の取組の進展に伴い持
続可能な物価の安定と整合的な物価上昇率が高まっていくと認識している。この認識に立って、
日本銀行は、物価安定の目標を消費者物価の前年比上昇率で２％とする。
日本銀行は、上記の物価安定の目標の下、金融緩和を推進し、これをできるだけ早期に実現する
ことを目指す。その際、日本銀行は、金融政策の効果波及には相応の時間を要することを踏まえ、
金融面での不均衡の蓄積を含めたリスク要因を点検し、経済の持続的な成長を確保する観点から、
問題が生じていないかどうかを確認していく。

４ （事業計画以外の変更内容） 物価の高騰

デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のための政府・日本銀行の政策連携について
（共同声明 内閣府・日本銀行・財務省）平成25年1月22日
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今後10年間程度の経済財政の展望を提示するもの

４ （事業計画以外の変更内容） 物価の高騰

中長期の経済財政に関する試算（令和8年1月22日経済財政諮問会議提出）（内閣府）
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今後10年間程度の経済財政の展望を提示するもの

４ （事業計画以外の変更内容） 物価の高騰

中長期の経済財政に関する試算（令和8年1月22日経済財政諮問会議提出）（内閣府）

名目長期金利：物価上昇を含んだそのままの金利

2.4×1.05（5％増）の８乗
＝2.4×1.477…
≒3.545…（％）

８年

2.4％

3.7％
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0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

財政融資資金（財務省からの借入金）の借入利率【半年賦・全期間固定金利貸付・元利均等・据置期間なし】

経営戦略における見込み値の算定期間

経営戦略における借入利率
見込み値（平均値）

償還期間30年

償還期間40年

償還期間20年

償還期間30年

償還期間20年

経営戦略の計画期間

将来の借入利率見込みを
直近の実績に見直し

償還期間40年

実績

見込

４ （事業計画以外の変更内容） 借入利率 第1回審議会資料
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0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

4.00%

4.50%

5.00%

2012 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

財政融資資金（財務省からの借入金）の借入利率再予測【半年賦・全期間固定金利貸付・元利均等・据置期間なし】

経営戦略における見込み値の算定期間

経営戦略における借入利率
見込み値（平均値）

償還期間30年

償還期間40年

償還期間20年

償還期間30年

償還期間20年

経営戦略の計画期間

（第1回審議会時点）
利率見込みを直近で見直し

償還期間40年

実績
Ｒ7：さらに上昇

戦略のときの見込

４ （事業計画以外の変更内容） 借入利率

前年比5％増での利率見込み

償還期間40年

償還期間30年

償還期間20年

（経営戦略 100ページ）

→利率見込みの見直し
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y = 0.7181x - 1347

70.0

120.0

170.0

220.0

270.0

320.0

1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070

建設物価デフレーター（国土交通省・2015年度基準・上･工業用水道）

1985 2024

戦略予測値：1985-2020間の近似直線

2021-2024の数値が大きく上昇
→当初予測以上の物価高騰見込み
（第1回審議会での予測）

４ （事業計画以外の変更内容） 建設物価デフレーター

対前年度比２％増

どこかで収束する可能性（経営戦略 40・98ページ）

→デフレーター見込みの見直し
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県水受水費単価の増額
（使用水量単価 １㎥あたり）
→費用の増加（26→28→32円/㎥）

※県水受水量
2023年：15,061,676㎥
2024年：16,072,205㎥
⇒1年間で約1億円の増加

愛知県企業庁水道部水道計画課
YouTubeチャンネルより
https://youtu.be/SKnaOJHtNb8

４ （事業計画以外の変更内容） 県からの請求(県営水道）
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４ （事業計画以外の変更内容） 県からの請求(県営水道）

愛知県企業庁経営戦略2035

（2026年3月 愛知県企業庁）

2031年度（Ｒ13年度）に

約18％の改定を試算
Ｒ13受水費見込Ｒ8の改定含む

約13億円→約15.3億円
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４ （事業計画以外の変更内容） 県からの請求(県流域下水道）

あいち下水道経営ビジョン2035

（2026年2月 愛知県）

県流域下水道

市町負担金の適切な確保

対象経費の増加

負担金は一定期間（3年～）で算定

・使用水量（㎥）ごとの単価（維持管理費）

・元利償還金相当の市町分（資本費）

「県と（関連）市町との協議」

で単価決定
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４ （事業計画以外の変更内容） 県からの請求(県流域下水道）

（経営戦略 99,100ページ）

→水量・単価の見直し流域下水道の維持管理費単価の推移（費用＝予測水量×単価）

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

日光川上流流域 五条川右岸流域 日光川上流流域（予測） 五条川右岸流域（予測）

（円／㎥）

県の資料より
（県経営戦略10年間
の平均単価）

対前年度比２％増

実績

経営戦略の単価見込
（Ｒ4実績）
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経営戦略中の取組内容・方針について

経営戦略／基本方針・施策／事業計画

→目標値・事業費

事業費全体に関連する要素（利率など）

→予測値

経営戦略／基本方針・施策／健全経営

→収入・料金改定

収支以外の経営上の目標

→資金／借入金残高

直接、経費・収入に関係しない取組内容（災害時体制の構築、技術の継承、広報など）

経費・収入に影響する取組内容（先進例の活用→経費削減など）


